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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

中間連結会計期間
第47期

中間連結会計期間
第46期

会計期間

自2024年
　１月１日
至2024年
　６月30日

自2025年
　１月１日
至2025年
　６月30日

自2024年
　１月１日
至2024年
　12月31日

売上高 （百万円） 30,519 30,346 63,269

経常利益 （百万円） 3,619 3,192 7,749

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 2,528 2,998 5,689

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 4,428 2,438 7,168

純資産額 （百万円） 48,020 51,850 50,084

総資産額 （百万円） 70,858 72,748 72,850

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 71.10 84.18 159.86

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 70.55 83.54 158.68

自己資本比率 （％） 67.3 70.7 68.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,286 5,046 7,696

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △318 △2,620 △867

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △667 △1,971 △3,827

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 20,557 21,209 21,065

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中

間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

① 経営成績の状況

当社グループは、「ベンチャースピリット溢れる企業集団を目指す。」を企業理念とし、収益性の向上と持続

的成長を目指し、今年度は「ソリューション提案事業」への移行を効果的に進めることを重点施策として取り組

みを強化しております。また、当社グループの「サステナビリティ基本方針」に基づき、事業を通じて様々な社

会・環境課題を解決することで、社会の持続的な発展への貢献と企業価値の最大化に向け邁進しております。

当中間連結会計期間（2025年１月１日～2025年６月30日）の経営成績は、ＳＳ（センシングソリューション）

事業が順調に推移したものの、ＩＡ（インダストリアルオートメーション）事業の自動化装置関連が低調に推移

したこと等により、売上高は303億46百万円と前年同期に比べ0.6％の減収となりました。利益面につきまして

は、人件費の増加等はあったものの、売上構成比の変化に加え、高収益製品の販売増等による売上総利益の増加

がこれらを吸収した結果、営業利益は36億47百万円（前年同期比16.2％増）、経常利益は為替差損等により31億

92百万円（前年同期比11.8％減）、親会社株主に帰属する中間純利益は投資有価証券売却益による特別利益の計

上等により29億98百万円（前年同期比18.6％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、当中間連結会計期間より、組織再編等に伴い、報告セグメントの区分及び報告セグメント内における収

益の分解情報の名称を変更しております。以下の前年同期比較については、変更後のセグメント区分に組み替え

た数値で比較しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」に記載しております。

 

（ＳＳ事業）

ＳＳ事業は、米国の関税政策の影響を受けたものの、売上高は148億56百万円（前年同期比5.6％増）、営業利

益は、ソリューション提案事業が奏功し、高収益製品の販売増に伴う原価率の低減等により26億47百万円（前年

同期比29.8％増）となりました。

防犯関連は、売上高93億30百万円（前年同期比2.4％増）となりました。国内では大型重要施設向けソリュー

ション販売が堅調に推移し、海外でも米国のデータセンター等の大型重要施設向けソリューション販売が好調に

推移した結果、前年同期実績を上回りました。

自動ドア関連は、売上高36億55百万円（前年同期比4.3％増）となりました。海外では米国及びヨーロッパ向

けの自動ドアセンサーの販売が伸び悩みました。一方、国内では自動ドアセンサーの販売が堅調、客数情報カウ

ントシステムの販売が順調に推移した結果、前年同期実績を上回りました。

社会・環境関連は、国内及び米国での駐車場管理システム向け車両検知センサー・ソリューション販売が好

調、国内の水質センサーの販売が順調に推移した結果、売上高18億70百万円（前年同期比29.4％増）となりまし

た。

（ＩＡ事業）

ＩＡ事業は、売上高150億32百万円（前年同期比5.6％減）、営業利益は13億14百万円（前年同期比8.4％減）

となりました。

ＦＡ関連は、国内では米国の関税政策の影響により半導体、電子部品関連向けの販売が軟調に推移しました。

一方、海外ではヨーロッパにおける顧客の在庫調整の一巡や、中国における市況回復により、自動化・省人化用

センサーの販売が堅調に推移した結果、売上高は42億93百万円（前年同期比7.0％増）となりました。

検査用照明関連は、国内では米国の関税政策の影響により半導体、電気・電子部品向けの販売が軟調に推移し

ましたが、海外では米国及びアジア向けの販売が順調に推移した結果、売上高は70億83百万円（前年同期比

0.1％増）となりました。

産業用ＰＣ関連は、半導体製造装置向けを中心とした製品の販売が低調に推移したことにより、売上高は23億

97百万円（前年同期比4.1％減）となりました。

自動化装置関連は、二次電池製造装置の受注案件が製造過程にあることから、売上高は12億57百万円（前年同

期比46.1％減）となりました。
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（ＥＭＳ事業）

ＥＭＳ事業における外部顧客への売上高は、生産受託案件が低調に推移したことにより４億10百万円（前年同

期比15.3％減）となりました。営業損益はグループ内製品の製造量が減少した結果、１億90百万円の営業損失

（前年同期は２億76百万円の営業損失）となりました。

 

＜参考＞

　・地域別売上高

当中間連結会計期間　（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）　（単位：百万円）

日本 米州 欧州 アジア 計

13,635 5,304 7,859 3,548 30,346

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。

(1）米州　…………　北米、中南米

(2）欧州　…………　ヨーロッパ、中東、アフリカ

(3）アジア　………　アジア、オセアニア

 

② 財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における資産合計は727億48百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億２百万円減少

しました。

流動資産は558億47百万円となり、21億77百万円減少しました。これは主に、仕掛品等の棚卸資産が８億96百

万円増加したものの、売上高の減少等により受取手形及び売掛金が27億70百万円、前渡金等のその他流動資産が

３億５百万円それぞれ減少したことによるものであります。

固定資産は169億円となり、20億74百万円増加しました。これは主に、子会社における工場用地及び建物の取

得に伴い土地並びに建物及び構築物等の有形固定資産が19億３百万円増加したことに加え、投資有価証券等の投

資その他の資産が１億12百万円増加したことによるものであります。

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は208億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億69百万円減少

しました。これは主に、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金等の流動負債が13億27百万円減少したこと

に加え、長期借入金等の固定負債が５億41百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は518億50百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億66百万円増

加しました。これは主に、為替換算調整勘定等のその他の包括利益累計額が５億61百万円減少したものの、利益

剰余金が22億84百万円増加したことによるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較して

１億44百万円増加し、212億９百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は50億46百万円（前年同期は32億86百万円の獲得）となりました。これは主

に、法人税等の支払（12億22百万円）、棚卸資産の増加（10億96百万円）により資金が減少したものの、売上

債権の減少（25億39百万円）、税金等調整前中間純利益の確保（39億90百万円）により資金が増加したもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は26億20百万円（前年同期は３億18百万円の使用）となりました。これは主

に、有価証券並びに投資有価証券の売却及び償還による収入（９億15百万円）があったものの、有形固定資産

の取得による支出（27億21百万円）、無形固定資産の取得による支出（４億50百万円）により資金が減少した

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は19億71百万円（前年同期は６億67百万円の使用）となりました。これは主

に、長期借入金の返済（７億45百万円）、配当金の支払（７億12百万円）により資金が減少したものでありま

す。
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(3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は16億42百万円であります。なお、当中間連結

会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
(2025年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2025年８月８日)

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 37,735,784 37,735,784
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 37,735,784 37,735,784 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2025年４月８日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役（社外取締役及び監査等委員を除く）　３名

当社子会社取締役（社外取締役及び非業務執行取締役を

除く）　22名

新株予約権の数 ※ 519個（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 ※
普通株式　51,900株（新株予約権１個につき100株）

（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 ※ １株当たり１円

新株予約権の行使期間 ※ 自 2025年４月26日　至 2055年４月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 ※

発行価格　　　1,243円（注）２

資本組入額　　　622円（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５
 
※　新株予約権証券の発行時（2025年４月25日）における内容を記載しております。

 

（注）１．新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株

式数」という。）は新株予約権１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新株

予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式数を次の

計算により調整する。調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　株式分割又は株式併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

２．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額と新株予約権の行使時の払込額（１株当たり１円）を合算

しております。なお、新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の

公正価額相当額の払込に代えて、当社及び当社子会社に対する報酬債権と相殺するものとしております。

３．新株予約権の行使時に新株予約権者に交付される株式は、すべて自己株式を予定しており、これにより新規に

発行される株式はありません。なお、自己株式により充当させる場合は、資本組入を行いません。
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４．(1) 新株予約権者は、上記「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社及び当社子会社の取締役のいず

れの地位をも喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）に限り、新株予

約権を一括してのみ行使できるものとする。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、新株予約権を一括してのみ行使することができる。

(3) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。

５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生

ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株

予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定

めた場合に限る。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記１.に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３.に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の行使条件

上記４.に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記４.の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権

を行使できなくなった場合、当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得す

ることができる。

② 以下の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会で

承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができ

る。

イ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ．当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ．当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について、当

社の承認を要すること又は当該種類の株式について、当社が株主総会の決議によってその全部を

取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年１月１日～

2025年６月30日
－ 37,735,784 － 2,798 － 13,897
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-12 5,335 14.98

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂1丁目8-1　赤坂イン

ターシティAIR
5,103 14.33

小林　徹 滋賀県大津市 1,029 2.89

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　

ＹＯＲＫ　１３３６５２

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

BOULEVARD ANSPACH 1, 1000

BRUSSELS, BELGIUM

（東京都港区港南2丁目15-1　品川イン

ターシティA棟）

776 2.18

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内2丁目7-3　東京

ビルディング
741 2.08

栗田　克俊 滋賀県大津市 720 2.02

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ

ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５０２５

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2丁目15-1　品川イン

ターシティA棟）

708 1.99

株式会社ワンダリア
大阪市天王寺区上本町1丁目1-18　武島

ビル409号
663 1.86

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ

Ｏ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＴＨＥ　

ＨＩＧＨＣＬＥＲＥ　ＩＮＴＥＲＮ

ＡＴＩＯＮＡＬ　ＩＮＶＥＳＴＯＲ

Ｓ　ＳＭＡＬＬＥＲ　ＣＯＭＰＡＮ

ＩＥＳ　ＦＵＮＤ

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋3丁目11-1）

576 1.62

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ

ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　

ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５００１

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

（東京都港区港南2丁目15-1　品川イン

ターシティA棟）

558 1.57

計 － 16,211 45.51

　（注）１．株式会社日本カストディ銀行（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式

は、信託業務に係る株式であります。

２．2016年３月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、インベスコ・アセッ

ト・マネジメント株式会社が2016年３月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、

当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含

めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。当社は、2018年４月１日付で、普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っておりますが、以下の保有株券等の数は、株式分割前の株式数を記載してお

ります。
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氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

インベスコ・アセット・マネ

ジメント株式会社

東京都港区六本木六丁目10番１号

六本木ヒルズ森タワー14階
728,400 4.29

３．2017年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ウエリントン・マ

ネージメント・カンパニー・エルエルピー及びその共同保有者であるウエリントン・マネージメント・シン

ガポール・ピーティーイー・リミテッドが2017年６月30日現在で以下の株式を保有している旨が記載されて

おりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。当社は、2018年４月１日付で、普通株式１株につ

き２株の割合で株式分割を行っておりますが、以下の保有株券等の数は、株式分割前の株式数を記載してお

ります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

ウエリントン・マネージメン

ト・カンパニー・エルエル

ピー

アメリカ合衆国、02210　マサチューセ

ッツ州ボストン、コングレス・ストリー

ト280

45,213 0.26

ウエリントン・マネージメン

ト・シンガポール・ピー

ティーイー・リミテッド

シンガポール共和国018981、マリーナ・

ベイ・ファイナンシャル・センター、

タワー1、#03-01、8マリーナブルバード

542,864 3.10

４．2018年５月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、オッペンハイマーファンズ・イン

クが2018年４月27日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当中間会計期

間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

当該大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

オッペンハイマーファンズ・

インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク、リバティー・ストリート225
1,776,400 5.08

なお、オッペンハイマーファンズ・インクは、インベスコ　アドバイザーズ　インクと2019年５月24日に

合併して消滅会社となったことから、2019年５月31日付で変更報告書が提出されております。

当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

オッペンハイマーファンズ・

インク

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク、リバティー・ストリート225
0 0.00

５．2021年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、フィデリティ投信株

式会社が2021年８月31日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当中間会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

フィデリティ投信株式会社 東京都港区六本木七丁目７番７号 1,452,300 3.85

６．2023年７月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、インベスコ　アド

バーザーズ　インクが2023年７月14日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社と

して当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

インベスコ　アドバイザーズ

インク

1331 Spring Street NW Suite 2500

Atlanta, Georgia 30309 U.S.A
1,581,300 4.19
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７．2023年８月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ベイリー・ギフォー

ド・アンド・カンパニー及びその共同保有者であるベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッドが

2023年８月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当中間会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

ベイリー・ギフォード・アン

ド・カンパニー

カルトン・スクエア、1グリーンサイ

ド・ロウ、エジンバラ、EH1 3AN　ス

コットランド

1,482,600 3.93

ベイリー・ギフォード・オー

バーシーズ・リミテッド

カルトン・スクエア、1グリーンサイ

ド・ロウ、エジンバラ、EH1 3AN　ス

コットランド

426,600 1.13

８．2024年８月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ベイリー・ギフォー

ド・アンド・カンパニー及びその共同保有者であるベイリー・ギフォード・オーバーシーズ・リミテッドが

2024年８月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当社として当中間会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の
数（株）

株券等保有
割合（％）

ベイリー・ギフォード・アン

ド・カンパニー

カルトン・スクエア、1グリーンサイ

ド・ロウ、エジンバラ、EH1 3AN　ス

コットランド

1,114,100 2.95

ベイリー・ギフォード・オー

バーシーズ・リミテッド

カルトン・スクエア、1グリーンサイ

ド・ロウ、エジンバラ、EH1 3AN　ス

コットランド

407,200 1.08
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 2,115,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,500,900 355,009 同上

単元未満株式 普通株式 119,784 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  37,735,784 － －

総株主の議決権  － 355,009 －

 

②【自己株式等】

    2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

オプテックスグループ

株式会社

滋賀県大津市におの浜

四丁目７番５号
2,115,100 － 2,115,100 5.61

計 － 2,115,100 － 2,115,100 5.61

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,065 21,209

受取手形及び売掛金 13,884 11,113

有価証券 0 －

商品及び製品 6,622 6,726

仕掛品 4,631 5,890

原材料及び貯蔵品 9,888 9,422

未収還付法人税等 166 39

その他 1,872 1,566

貸倒引当金 △105 △121

流動資産合計 58,025 55,847

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,273 5,079

機械装置及び運搬具（純額） 517 534

工具、器具及び備品（純額） 944 1,085

土地 2,559 3,470

建設仮勘定 92 171

使用権資産（純額） 205 155

有形固定資産合計 8,593 10,496

無形固定資産   

特許権 111 69

商標権 182 135

顧客関連資産 187 117

のれん 822 704

その他 587 922

無形固定資産合計 1,890 1,949

投資その他の資産   

投資有価証券 1,264 1,545

長期貸付金 25 26

繰延税金資産 2,397 2,276

その他 710 661

貸倒引当金 △55 △55

投資その他の資産合計 4,341 4,454

固定資産合計 14,825 16,900

資産合計 72,850 72,748
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,240 3,015

短期借入金 5,000 4,700

１年内返済予定の長期借入金 1,795 1,495

未払金 1,526 1,327

未払法人税等 1,283 903

賞与引当金 1,027 675

その他 3,669 4,098

流動負債合計 17,543 16,215

固定負債   

長期借入金 2,099 1,653

繰延税金負債 636 569

再評価に係る繰延税金負債 22 23

退職給付に係る負債 1,577 1,563

役員退職慰労引当金 161 190

その他 726 681

固定負債合計 5,223 4,681

負債合計 22,766 20,897

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,798 2,798

資本剰余金 7,564 7,564

利益剰余金 38,652 40,937

自己株式 △3,443 △3,433

株主資本合計 45,571 47,866

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 81 97

土地再評価差額金 △5 △6

為替換算調整勘定 4,077 3,486

退職給付に係る調整累計額 △14 0

その他の包括利益累計額合計 4,138 3,577

新株予約権 351 383

非支配株主持分 21 22

純資産合計 50,084 51,850

負債純資産合計 72,850 72,748
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 30,519 30,346

売上原価 15,361 14,274

売上総利益 15,157 16,072

販売費及び一般管理費 ※ 12,017 ※ 12,424

営業利益 3,139 3,647

営業外収益   

受取利息 54 62

受取配当金 10 4

投資事業組合運用益 2 0

為替差益 416 －

受取賃貸料 13 9

保険返戻金 0 1

持分法による投資利益 － 7

補助金収入 15 6

その他 26 27

営業外収益合計 540 118

営業外費用   

支払利息 34 35

為替差損 － 523

賃貸費用 4 4

持分法による投資損失 6 －

その他 15 10

営業外費用合計 60 574

経常利益 3,619 3,192

特別利益   

固定資産売却益 4 0

投資有価証券売却益 － 901

特別利益合計 4 901

特別損失   

固定資産除売却損 13 4

投資有価証券評価損 195 100

特別損失合計 209 104

税金等調整前中間純利益 3,414 3,990

法人税、住民税及び事業税 974 971

法人税等調整額 △89 18

法人税等合計 884 990

中間純利益 2,529 3,000

非支配株主に帰属する中間純利益 0 2

親会社株主に帰属する中間純利益 2,528 2,998
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

中間純利益 2,529 3,000

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 140 15

土地再評価差額金 － 0

為替換算調整勘定 1,751 △592

退職給付に係る調整額 7 14

その他の包括利益合計 1,899 △561

中間包括利益 4,428 2,438

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,426 2,438

非支配株主に係る中間包括利益 2 0
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,414 3,990

減価償却費 820 879

のれん償却額 251 128

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △15 △14

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 29

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 14

賞与引当金の増減額（△は減少） △195 △347

受取利息及び受取配当金 △64 △66

支払利息 34 35

為替差損益（△は益） △190 156

持分法による投資損益（△は益） 6 △7

補助金収入 △15 △6

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 195 △801

投資事業組合運用損益（△は益） △2 △0

固定資産除売却損益（△は益） 9 3

売上債権の増減額（△は増加） 210 2,539

棚卸資産の増減額（△は増加） 229 △1,096

仕入債務の増減額（△は減少） △563 △29

その他 △42 820

小計 4,084 6,229

利息及び配当金の受取額 62 69

利息の支払額 △33 △36

補助金の受取額 15 6

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △841 △1,222

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,286 5,046

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 200 0

投資有価証券の取得による支出 △0 △361

投資有価証券の売却及び償還による収入 53 915

有形固定資産の取得による支出 △475 △2,721

有形固定資産の売却による収入 5 0

無形固定資産の取得による支出 △97 △450

貸付けによる支出 △4 △5

貸付金の回収による収入 0 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △318 △2,620

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,328 △300

長期借入金の返済による支出 △1,085 △745

配当金の支払額 △707 △712

リース債務の返済による支出 △202 △213

自己株式の取得による支出 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △667 △1,971

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,136 △310

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,437 144

現金及び現金同等物の期首残高 17,119 21,065

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 20,557 ※ 21,209
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項

ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おります。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連結

財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2027年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.46%から31.36%に変更し計算しております。

なお、この税率変更による当中間連結会計期間の中間連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
　　至 2024年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

役員報酬及び従業員給与 4,573百万円 4,901百万円

賞与引当金繰入額 200 132

退職給付費用 166 174

役員退職慰労引当金繰入額 9 29

貸倒引当金繰入額 △9 14

研究開発費 1,792 1,642

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

現金及び預金勘定 20,557百万円 21,209百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 20,557 21,209
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月27日

定時株主総会
普通株式 710 20.0 2023年12月31日 2024年３月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月６日

取締役会
普通株式 712 20.0 2024年６月30日 2024年９月３日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月28日

定時株主総会
普通株式 712 20.0 2024年12月31日 2025年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月８日

取締役会
普通株式 890 25.0 2025年６月30日 2025年９月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 ＳＳ事業 ＩＡ事業 ＥＭＳ事業 計

売上高         

防犯関連 9,113 － － 9,113 － 9,113 － 9,113

自動ドア関連 3,505 － － 3,505 － 3,505 － 3,505

社会・環境関連 1,445 － － 1,445 － 1,445 － 1,445

ＦＡ関連 － 4,011 － 4,011 － 4,011 － 4,011

検査用照明関連 － 7,077 － 7,077 － 7,077 － 7,077

産業用ＰＣ関連 － 2,499 － 2,499 － 2,499 － 2,499

自動化装置関連 － 2,331 － 2,331 － 2,331 － 2,331

その他 － － 485 485 48 533 － 533

顧客との契約か

ら生じる収益
14,064 15,920 485 30,470 48 30,519 － 30,519

外部顧客への

売上高
14,064 15,920 485 30,470 48 30,519 － 30,519

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

36 5 4,712 4,754 10 4,765 △4,765 －

計 14,101 15,925 5,197 35,225 59 35,284 △4,765 30,519

セグメント利益又

は損失（△）
2,039 1,435 △276 3,198 3 3,201 △61 3,139

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、環境体験学習運営等の事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△61百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに配

分していない全社費用が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書
計上額
（注）３

 ＳＳ事業 ＩＡ事業 ＥＭＳ事業 計

売上高         

防犯関連 9,330 － － 9,330 － 9,330 － 9,330

自動ドア関連 3,655 － － 3,655 － 3,655 － 3,655

社会・環境関連 1,870 － － 1,870 － 1,870 － 1,870

ＦＡ関連 － 4,293 － 4,293 － 4,293 － 4,293

検査用照明関連 － 7,083 － 7,083 － 7,083 － 7,083

産業用ＰＣ関連 － 2,397 － 2,397 － 2,397 － 2,397

自動化装置関連 － 1,257 － 1,257 － 1,257 － 1,257

その他 － － 410 410 47 458 － 458

顧客との契約か

ら生じる収益
14,856 15,032 410 30,299 47 30,346 － 30,346

外部顧客への

売上高
14,856 15,032 410 30,299 47 30,346 － 30,346

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

14 232 2,347 2,593 11 2,605 △2,605 －

計 14,871 15,264 2,757 32,893 59 32,952 △2,605 30,346

セグメント利益又

は損失（△）
2,647 1,314 △190 3,770 4 3,774 △127 3,647

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、環境体験学習運営等の事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△127百万円には、セグメント間取引消去及び各報告セグメントに

配分していない全社費用が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．当中間連結会計期間より、事業内容をより適正に表示するため、報告セグメントの「ⅠＡ事業」内で使用し

ていた収益の分解情報の名称のうち「ＭＶＬ関連」を「検査用照明関連」に、「ＩＰＣ関連」を「産業用Ｐ

Ｃ関連」に、「ＭＥＣＴ関連」を「自動化装置関連」にそれぞれ変更しております。なお、前中間連結会計

期間の収益の分解情報についても変更後の名称で記載しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

2025年１月１日付で、当社連結子会社である株式会社スリーエースの株式の全部を、当社連結子会社であ

るオプテックス株式会社に譲渡したことに伴い、従来「その他」に区分していた同社事業を当中間連結会計

期間より「ＳＳ事業」に含めております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の区分に基づき作成したものを記載して

おります。
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（金融商品関係）

　当中間連結会計期間末（2025年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　当中間連結会計期間末（2025年６月30日）

　前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間末（2025年６月30日）

前連結会計年度末と比べて著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

(1) １株当たり中間純利益 71円10銭 84円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 2,528 2,998

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
2,528 2,998

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,570 35,616

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 70円55銭 83円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 274 272

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2025年８月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額　……………………　890百万円

(ロ）１株当たりの金額　…………………………………　25円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　…………　2025年９月２日

（注）2025年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2025年８月８日

 

オプテックスグループ株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 京 都 事 務 所 

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 牧　直文

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオプテックスグ

ループ株式会社の2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から2025

年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、オプテックスグループ株式会社及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥
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当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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